




















 
 
 

宇都宮地域の合併に関するＱ＆Ａ（参考資料） 

市町合併シンポジウム 
「市町村合併と宇都宮地域の将来像」 

 これまで宇都宮地域合併協議会などに寄せられた質問について、Ｑ＆Ａ形式でお答えし

ます。合併を考えるにあたってのご参考としてください。 
 
Ｑ 合併すると、今は役場で可能であった申請や手続を市役所まで出向いてしなくてはな

らないのか。 
Ｑ 合併すると、役場が遠くなって不便になってしまう。 
 
Ａ 全国の合併後の状況を見ると、合併してもこれまでの役場を支所として活用するケー

スが多く、これまで可能であった申請や手続のほとんどをこれまでどおり支所で受け付

けることができるように工夫をこらすことは可能と考えられます。 
  また、審査などの必要性から本庁で提供するサービスも発生してくると思われますが、

その場合でも受付だけは支所でできるようにするなど、サービスが低下しないように十

分検討したいと考えています。 
   
Ｑ 合併すると町の行事や祭が廃れてしまうのではないか。 
Ｑ 合併すると町の歴史が消えてしまう。 
Ｑ 合併により大きくなると、一体感が薄れてしまうのではないか。 
 
Ａ 合併前の地域においてそれぞれ育まれてきた歴史、文化、伝統等については、合併後

もその地域の行事として実施していくことや、歴史や文化を示す名称を新市の町名や学

校等の公共施設の名称に冠すること、また、合併を機会に地域の史料を保存できるよう

なしくみや施設などを整備し、新市の貴重な財産として守っていくことなどが考えられ

ます。 
  また、地域の文化や歴史は、その地域の住民の皆様が主体的に育み、伝えていくもの

と考えておりますので、合併により自治体が無くなったあとも、継承していくことがで

きると考えております。 
  逆に、新市としての一体感を醸成することも重要ですので、新市全体を対象にしたイ

ベントなどを実施することにより、皆様が新市の住民としての一体感を持てるよう努め

てまいります。 
 
Ｑ 合併により周辺部となると、整備が遅れ、行政サービスが行き届かなくなるのでは。 
Ｑ 合併すると中心部の社会資本が周辺部に流れるのではないか。 
 
 



Ａ 合併時には、合併後のまちづくりの総合的な方針として「市町（村）建設計画」を策

定することになっています。 
  本協議会においては、各自治体の代表により構成される「市町建設計画小委員会」を

協議会の組織として設置し、新市として均衡がとれた、また地域の個性や魅力を生かし

た新市のまちづくり計画が策定できるよう、検討や協議を行っています。  
 
Ｑ なぜ宇都宮市が合併するのか。合併しなくてもやっていけるのではないか。 
Ｑ 宇都宮市は、他の自治体と合併して財政運営上問題ないのか。 
 
Ａ 現在、全国で市町村合併が検討されていますが、理由はさまざまです。財政上の問題

から合併を検討している市町村もあると聞いていますが、宇都宮地域では、広域行政や

都市計画などで関係の深い近隣の自治体同士で合併し、より広い総合的な視点で、生活

圏に即したまちづくりを行い、本格的な地方分権時代に対応できる能力を備えた自治体

を目指すために、合併を検討しています。 
  また、合併にあたっては新しい自治体が健全に運営されるように財政計画を策定する

こととなっています。 
 
Ｑ 宇都宮市は芳賀町や壬生町とは合併しないのか。 
Ｑ １市４町のほかに鹿沼市や真岡市とも合併したほうがよいのでは。 
Ｑ 合併は広域行政圏で行ったほうが効率的ではないか。 
 
Ａ 市町村合併の対象を決定することは、自治体の将来を左右する重要な問題であり、当

該自治体が責任を持って自分達で決定する問題です。 
  宇都宮地域では、都市計画や広域行政、また農業などで関係の深い１市８町（宇都宮

市・上三川町・南河内町・上河内町・河内町・芳賀町・壬生町・石橋町・高根沢町）で

合併に関する基本的な調査や研究を行ってきました。 
  しかし、各自治体がそれぞれ合併を検討した結果、現在は１市４町（宇都宮市・上三

川町・上河内町・河内町・高根沢町）での「合併の枠組み」となっています。 
  また１市８町以外の自治体との合併については、今後、例えば政令指定都市を目指す

など、将来的なまちづくりを考えるなかで検討される可能性は十分にあります。 
 
Ｑ 合併特例法とはどのような法律なのか。 
 
Ａ 市町村合併を円滑に進めるための合併時の特例や手続などを定めた法律です。 
合併後の新たな自治体の建設計画の策定や合併時の旧自治体単位での地域審議会の設

置、また合併特例債の創設などが定められています。（正式には「市町村の合併の特例に

関する法律」と言い、平成１７年３月をもって失効する時限立法です。） 



Ｑ 合併の方式とは。 
 
Ａ 合併をする際の形式のことです。合併の方式は２つあり、一つは全ての自治体を廃し

て新たな自治体を設置する「新設合併」と、ある自治体に別の自治体を編入する「編入

合併」があります。 
  本協議会では、宇都宮市に他の自治体を編入する「編入合併」を選択しています。 
 
Ｑ 合併特例債とは何か。 
Ｑ 合併特例債をもらうために合併を目指しているのではないか。 
   
Ａ 合併特例債とは、地方債（自治体の借金）の一種で、合併に対する国の財政支援策と

して、現在の合併特例法の期限である平成１７年３月末までに合併した場合に国から発

行が認められ、発行額の７割が地方交付税で国から交付される特例的なものです。 
  宇都宮地域でも、この合併特例債の活用を検討していますが、厳しい社会経済状況の

なか、国などの財政支援策を有効に活用することは、行政経営上有効な手法の一つであ

ると考えています。 
  ただし、国の支援策とはいえ、やはり自治体の借金には違いありませんので、合併後

の新市の財政計画を策定し、最小の負担で最大の効果を生み出せるような活用方法を検

討していきます。 
 
Ｑ 合併したら税金はどうなるのか。また、行政サービスはどうなるのか。 
 
Ａ 合併時には、それぞれの自治体の行政サービスなどを調整します。 
  合併により一つの自治体となりますので、行政サービスの内容は統一することが基本

となりますが、サービス内容や制度の格差が大きい場合は住民生活に影響を与える場合

には、経過措置を設けることも可能です。 
  また、税金については、法で負担額や割合が定められているものについては税額が増

えるものもありますが、合併特例法により、不均一課税の特例が設けられています。 
  いずれにしても、税金や行政サービスの取扱いについては今後設置が予定されている

法定合併協議会において、協議、決定されることになります。 
 
 
※ その他、合併に関しての疑問や質問がある方は、宇都宮地域合併協議会事務局に質問

等をお寄せください。 
  なお、協議会ホームページでは合併協議の最新の状況を随時公開しております。 
 



 
 

 

自治体名 人口（人） 面積（K㎡） 予算（百万円） 特 色 

宇都宮市 443,808 312.16 154,940 餃子、カクテル、ジャズが有名 

上三川町 29,421 54.52 9,245 自動車のまち（日産栃木工場） 

上河内町 9,442 56.96 3,413 羽黒山と梵天祭り、柚子が名産 

河内町 34,310 47.72 8,512 白沢宿(奥州街道第一宿)、サギソウ

高根沢町 29,777 70.90 8,199 御料牧場、元気あっぷむら 

合 計 546,758 542.26 184,309  

芳賀町 

氏家町 

塩谷町 

今市市 

鹿沼市 

壬生町 

石橋町 

南河内町 

真岡市 

１市４町の基礎データ 

※人口:平成 12 年国勢調査  

予算:平成 15 年度当初 
 


